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参考 中国個人情報保護法草案
はじめに
中国においては､中国社会科学法学研究所が国務院関連部門の委託を受けて,2006年に ｢中華人民
共和国個人情報保護法 (専門家建議稿1)｣を起草 し､4年が経過 したが未だ制定されていないO現在
も関連部門が ｢個人情報保護法｣立法化に向けて検討を行っている状況である｡
2009年2月28日 ｢第11期全国人民代表大会 常務安貞会 第7回会談｣においては､中華人民共和
国刑法が改正2され､帝253条の13で個人情報保護違反に関する罰則規定が追加承認されているDこの
国務院情報化弁公墓が2003年に中国社会科学院に依頼したもので､中国社会科学院法学研究所の研究員で中国法
学会情報法学研究会 副会長の周挟撃教授が率いる専門家チームが2年間をかけて完成したものO専門家による
提案%Tであるが､草案と訳したo
中華人民共和国中央人民政府 http//wwwgovcn/flfg/2009-02/28/content｣246438h上m
(アクセス2010年6月21日)2009年2月28Ei 中華人民共和国刑法改正
国家機関又は金融､花信､交通､教育.医療等に従事する従業只が国家規定に述反し､職務遂行上又はサービス
挫供の過程で取得した個人の情報を販先し又は不法に第三者へ捉供し､その状況が重大である場合､三年以下の
有期刑もしくは拘束をし､併せて罰金を科し､又は罰金のみを科す｡
窃盗､又はその他の方法で非合法に前項に規定する情報を取得した場合であって､その状況が韮大である場合､
前項の規定により処罰する｡
企某が前二項に遠反した場合､その企業に対して罰金を科し､併せてその担当者及びその他直接費任を有する者
に対し､該当する規定により処罰する｡
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故正により､中国における個人情報保護に関する法的根拠が規定されたことになり､この基本規定に
基づき各種のガイドラインが明確化していくものと期待される｡
個人情報は情報社会の重要な資源であり､政府機関Lは行政管理棟能の行使や公共サービスの提供等
の目的から､個人情報を収集し､処理 利用している｡同時に､企業は､利潤を追求するために様々
な方法で個人情報を収集しようとし､また､個人情報の争奪が社会の各領域に広がっている｡こうし
た状況下においては､伝続的､あるいは電子技術的に関わらず,個人情報の藩えいが常態化し､誤っ
た個人情報の取り壊いを招くことになりかねない｡従って､今日のように､目覚しい発展を遂げてい
る情報社会においては､個人情報の保護に対し､早急に解決策を施す必要があるS｡そこで､本箱では､
中国個人情報保護法草案の概要を紹介し､早期の立法化を提言したい｡
1 中国個人情報保護法制度立法化の必要性
中国においては､人々は電子商取引や生活に密着したあらゆる情報の収集などにおいて､自宅に居
ながらにして行えるという利便性を十分に理解しているが､それと引き換えに､個人情報を収典され､
他へ流用されることへの不安にも直面せざるをえない｡個人は､関連組織が収集､保存した自分に関
する個人情報を調べる権利はなく､自分のどのような情報を他人が取得しているのか.その情報が事
実と一致しているかどうか等について､確認するすべがない場合もあるoまた､個人情報の目的外利
用等､不適切な取り扱いが行われた場合は､個人の権利利益を侵害するだけでなく､往々にして,憎
報の内容が即実と合わなくなり､情報本来の価値6が失われる｡また､情報共有においても､共有の内
容や方法について明確にしなければ､情報の有効利用も妨げられることになる｡
中国個人情報保識法の早期立法化について､中国社会科学院法学研究所の呂艶摂7氏は次のように述
べている｡｢現在､中国の r個人情報保護法Jに対する社会的ニ-ズは大きいO個人にとって､法律に
基づいた個人情報の処理活動は個人情報の混用を防止することができ､個人情報やeコマースなどの
商業活動への参加の情報を人々が自発的に提供する意欲を高める｡企業にとっては､明確な個人情報
処理浸範は企業の個人情報処理の活動を指導し､違法なコストを減少させることができる｡
国際貿易の分野では,個人情報保護制度は情報の国境を越えた流動を制限することで､正常な国際
貿易取引に影響を与える要素となりうるため､やはり個人情報保護の立法を速める必要がある｡この
ため､中国の国情に合い､個人の権利保護に役立つだけでなく､企業の正常な経営活動に影響を与え
すぎないような個人情報保護制度を確立することが､中国経済の健全な発展の上で役立つことは間違
行政機関及び法律法規により､行政管理線能の権限を委託又は公共サービスを提供するその他の租Aを指す｡
陳忍二r値人情報保護の法律問題研究J 析iI:学刊 20各年恭3期 147頁
役立つ情報処理用語htq)//wwwafrOIcom/tnfopr∝ess/V3html(アクセス2010年6月21日)
情報の価値は､一般的にある情報について,その需要者側の知的判断活動への影響度合いにより､その寄要性が
判断され価値がきまることで,需要者がある意思決定や計画立案に対し､現在 将来を合わせ､その情報をどの
ように役立てるかによる｡それには.情報の質やタイミングが大きな要素を持つ｡
中国社会科学院法学研究所の副研究月で.憲法 行政法研究室副主任､アジア法研究センター 秘砂長
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いない｡｣8また､政府の情報公開においても､制度の整備が不十分であったために､情報の流通が順調
でなく､そのことが国民の権利利益の保護及び経済､社会の発展に不利に働いているとの認識が､政
府及び民間で強く持たれるようになってくるとともに､情報公開の重要性についての認識も徐々に全
社会に浸透してきたO近年では､情報公開を原則とし､非公開を例外とすることが､人々､特に政府
機関の人々によって認められるようになっている90
｢政府が情報公開する上で重要な点は､非公開情報の範閲を明確にすることであり､これには個人情
報の公開非公開の問題も含まれる｡個人情報保護法を完備し､とのような個人情報をどのように保護
するか､個人情報の公開と非公開をどのように選択するかを､明確かつ実施可能な規定に照らし合わ
せなければならないO個人情報保護法が未整備の状況では､関連部門が個人情報保護を理由に政府情
報の公開を拒否したり､政府情報の公開を名目に､他人の個人情報を公開したりする可能性もある｡個
人情報保護制度と政府の情報公開制度は表裏一体のものであり,個人情報保護制度なくしては､真の
改称情報公開制度はありえないoJIOそれゆえ､情報化社会において､大是の個人情報が収集利用され
る状況下では､早期に個人情報保護制度を確立する必要があるO同時に､個人情報保護法の成立と実
施は,行政の分野においても個人情報の混用を抑制し､基本的人権を保障するという重要な意義があ
る0
2 中庄)個人情報保護法草案の概要
中国個人情報保護法草案 (以下 ｢草案｣という｡)は､全6章72条で構成され､総則､政府機関の個
人情報処理､その他個人情報処理者1に関する個人情報処理,法律の実施保際と救済､法律賓任､附
則から成るo以下､周漢華前掲昏 (注10)に沿って概要を述べるO
(1)法律の適用範囲12
中華人民共和国 r中華人民共和国個人情報保護法(専門家建議稿)及立法研究報告Jでは､法律の適
用範囲について次のように説明されている｡
個人情報保護法の適用範囲は､各国が立法時に必ず解決しなければならない重大な問題であるOた
だ､各尉または地域の立法モデ)i,の差はかなり大きく､個人情報保護法の適用範囲を公共部門と民間
部門に区別しないで適用する法律13.公共部門と民間部門に草分けして適用を定めている法律14､また
中日経済情報週刊2008年10月20日付記串 htp//JPeopledalycomcrl/weekly/20081020/JneW41html(アクセス
2010年6月3日)
呂鼓演 r中国の情報公開制慶 一rlF'牽人民共和国情報公開条例｣の成立を中心に -1比較法学
早稲田大学比較法研究所41(2)(通号84) 2008年 229頁
周洪牽 r中華人民共和国個人情報保誰法(専門家建設稲)及立法研究報告138頁 (法律出版社2006年9月)
日本においては､政府機関以外は全て民間部門の個人情報取概串業者であるが､中国においでは､政府機関以外
の個人情報取扱中業者に民間企耗のみでなく国有企井が約6パーセントを占めているため､日本の民間部門と区
別するため ｢その他個人情報処理者｣と訳した.
周漠華 前掲注10 52貫～53頁-
EU指令､欧州理辞令協定､オーストリア､ポーランド､アルゼンチン等
ドイツ､台湾
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異なる法律によって公共部門と民間部門-の適用を別々に定めているもの15もあり､さらには公共部
門にのみに適用する法律16もあるO
草案で採用 したのは､公共部門と民間部門に同時に適用できる統合分散結合方式で､両部門に平等
に適用できる規定がある上に､草分けして公共部門と民間部門に異なる義務を定めている｡
ここでいう政府機関の範囲は相対的にかなり狭 く､たとえば立法機関と人民法院,人民検察院など
の司法機関は含まない｡主な理由は､(力救済メカニズム上の制約であり､政帝機関に国家楼閣のすべ
てが含まれれば､現行行政法の救済制度17を適用できず､さらには法律全体の実施効果LSに影響する可
能性があること､(参個人情報を大足に取 り孜うのは主に行政機関で､立法機関の取り扱う個人情報は
比較的少ないこと､(診司法機関の取 り扱う個人情報は､事件の審理に関係 した公開できないものか､裁
判の公開制度や検察の公開制度を通じて解決することができるものである｡もし､立法機関と司法機
関の個人情報の取 り扱いに規定が必要であれば､政府楼関を対象とする個人情報保護法も参照し､別
途規定を制定する19としているO
一方､民間部門であるその他個人情報処理者の範囲については比軟的広い定義を採用しているD個
人情報保護法の規定に基づき､個人情報を取 り壊う個人､法人またはその他の組織であれば､その他
個人情報処理者に屈 し､平等に法律の制約を受ける｡個人をその他個人情報処理者の適用範臥 こ入れ
た理由は､各国の通例と一致させたこと､インターネットの普及で､個人が個人情報の取扱活動に従
事できるようになり､これらの活動に規則制度がなければ､個人による個人情報の権利利益の侵害が
さらに拡大すること等の理由からである｡
(2)個人情報取り扱いの基本原則
oECDの8原則20は､日本を含めた各国の個人情報保護の考え方の基礎になっている｡OECDの8
原則自体は､法的拘束力を有するものではないが､これらの原則を加盟国が国内法で考庸する一方､プ
ライバシ-保護の名目で個人データ21の国際流通に対する不当な障害を除去､または､そのような際
日本の制定した ｢個人情報の保護に関する法律J､｢行政楓禍の保有する個人恰報の保誰に関する法制 及び r独
立行政法人等の保有する個人情報の保矧二関する法律｣,デンマークの2CKX)年7月以前の r1978年公共機関登記
法｣と r1978年私営機関登記法j
韓国､アメリカ
例えば､現行行政法の救済制度の一つとして､行政不服審査制度があるC行政棟関の違法､または不当な処分､
その他公権力の行使に当たる行為に不服のある者が､行政機は削こ対し不服を申し立てることができる｡
具体的な事実が法律要件を充足することによって生じる､法規範が定める法的な効果｡
周供奉 前掲注10 56頁
1980年9月23日にOECD(経済協力開発横枠)の理部会で採択された ｢プライバシ 保ー護と個人データの国際流
通についての勧告｣の中に記述されている8つの原則｡国際的な情報化が進む中で､各国の法制度に差があると
各国関の情報の流通に支障をきたしてしまうこと､また､情報社会の進展に伴い､個人情報やプライバシー の保
護に関する社会的要請が強まり､それに対して新たな法整備を行う際の国際的なガイドラインとして次の8原則
が提唱された｡①収鋲の原則､(参データ内容の原則､③目的明確化の原則､(彰利用制限の原則､⑤安全保護の原
則､⑥公開の原則､⑦個人参加の原則､⑧安住の原則
プライバシ 保ー護と個人データの国際流通についてのガイドラインにおいて､｢個人デ-夕｣とは､識別された
又は弧別されうる個人 (データ主体)に関するすべての情報である旨定尭されている｡
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書の創設を回避することに努めることなどが勧告された2｡草案では､政府模閑とその他個人情報処
理者の根本的な情報処理の性質上の相違を考慮 し,個人情報処理の基本原則を､第 1章の鑑別と具体
的な章節の中に分けて規定 している｡鑑別における原則 (全7項)は､政府横閑とその他個人情報処
理者共に適用されることを定め､第2章は政府機関､第3章はその他個人情報処理者に､それぞれ相
応する原則または行動規範を定め､遵守させようとしている｡全体から見て､草案の定める基本原則
は､他国の個人情報保護法が規定 している基本原則をカバ-している｡
(3)センシティブ情報
｢個人データの処理に係る個人の保護及びその自由な流通に関する欧州議会及びEU理串会指令｣23
(以下 ｢EU指令｣という｡)8粂1項24において､加盟匡=まセンシティブ情報の処理を禁止するとして
いるが､草案には､センシティブ情報25の取扱いについての明確な規定がない.El本においても､個
人情報保護法上にはセンシティブ情報に関する規定は定められていないが､各地方公共Eil体の定める
個人情報保護条例 (例えば東京都26､長野県,石川県等々)にはセンシティブ情報の収集禁止の明記
がある｡また､民間部門の自主的な取 り組みである ｢個人情報保護マネジメントシステム ー要求事
項か｣JISQ1500120uにおいてもセンシティブ情報の収集禁止に関し､以下の5項Elを挙げている｡
①思想及び信条に関する事項､②政治的権利の行使に関する事項､③労働者の団体交渉に関する事項､
(む医療､性に関する串項､⑤犯罪の経歴､人種,民族､社会的身分､門地並びに出生地及び本籍地な
ど､社会的差別の原因となる事項である｡
日本の ｢個人情報保護法｣､｢行政機関個人情報保護法｣､｢独立行政法人等個人情報保護法｣の場合
には､何がセンシティブ情報かについてのコンセンサスを得ることは溺難であり､また､個人情報の
利用目的から切 り推 してセンシティブ情報か否かを論ずることはできないという立場を前提としてい
るため､センシティブ情報についての明文を規定 していない｡ しかし.個人情報保護法第6条は､｢適
岡村久道 r個人情報保13法 (新訂版)121頁 (商卒法務 2m 年2月)
郵政省電気通信局監修 r高度情報通信社会 El本の岐路｣(節-法規 1996年)によるEU指令の仮駅が掲畷さ
れている
構成匡=土､人権又は民族､政治的見解､宗教又は信条､労働親合への加盟を示す個人デ-夕の処理､及び健康又
は性生活に関するデータの処理を禁止しなければならない｡
プライバシ-など､快速に扱われるべき情報を指し､機微情報ともいう｡OECDの個人情報保護ガイドラインで
は､r(情報源えいによって)社会的差別を受けうる情報｣と規定されている｡
東京都個人il'j報保津にrWする条例 第4粂2項
実施横r耕土,思想､倍数及び信条に関する個人情報並びに社会的差別の庶因となる個人情報については､収兆し
てはならない｡ただし､法令又は条例 (以下 ｢法令等｣という.)に定めがある場合及び個人情報を取り校う恥
務の目的を達成するために当該個人情報が必要かつ欠くことのできない場合は,この限りでない｡
兼務上取り扱う個人情報を､安全で適切に管理するための横車となるべく､財Fl法人El本渡格協会の原案により
策定されたEl本工費規格の一つ｡この規格では,gt業者が保有する個人情報を把握し､取得や利用に先立ち個人
情報の指す本人から同意を得ること､串来者が個人情報保護のための組成を設けること､その体制を定期的に見
直し改善すること､そしてこれらを実践するためのシステム (個人情報保護マネジメントシステム)を持つこと
などを求めている｡
161
中国個人情報保護法の立法状況 安井 久美
正な取り扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報について､保護のための格別の措置が講じ
られるよう必要な法制上の措置を講ずるO｣と規定している｡このことから,個人情報の性質等に応じ
た厳格な保護措置を講ずることは､個別法により行うという方針とみることができる28｡
中国においても､｢EU指令｣でセンシティブ情報の取り扱いを禁止している以上血関心ではいられ
ないQ今後､どのような措置を講ずるのか､この点については注目すべき課題である｡
(4)情報主体の権利
情報主体の権利は､個人情報取り扱いの3つの主要な部分､すなわち情報の収集,情報の利用､情
報主体が自己の個人情報の開示を求める権利に及んでいる｡
草案の立法研究報告では情報主体の権利について以下の立法の意図を示している290
①法律全体で､情報主体の権利において違法な情報処理を制約することで､法の執行を減らし､個人
の権利利益保護の向上を体現しているO
②情報主体が自己の個人情報の開示を求める権利 (訂正､使用停止を求める権利を含む)は､法律全
体の重点であり､厳格な措置で個人情報の混用を防ぎ､情報主体の知る権利を満たすO
③個人情報の収集と利用においでは､政府機関とその他個人情報処理者が如何に行動すべきかを示す
と同時に､公開の透明な審査の仕組みを明確に定め､違法な個人情報の収集と利用を制約するOこ
の二点で､不必要な情報収集と利用を減少させ､情報主体にコントロール権を与えるO
(む救済制度を確立し､情報主体の権利を適切に保健する.
(訓育鞍主体の権利と自由の行使によって､他人の権利と自由を侵害し､あるいは国家の利益と社会の
公共利益を侵害してはならないこと等､情報主体の権利とその他の合法的権益間のバランスを示し､
情報の自由な移動を保障するO
前記②に関連し､草案第2章第2節 (第16条～第34粂)において,｢情報主体の個人情報の開示を求め
る権利｣を規定しているO開示を求める権利については､今まで､中国では､個人が､政府機関の保
有している自分の個人情報にアクセスすることが非常に困難であったO例えば､｢個人枯案3)｣に関し
ては､自分のフアイ)i,に記載の個人情報について､本人の閲覧も認められておらず､もし､不正確な
宇賀克也 r個人相磯保護の理論と実務1262頁 (有斐!牡】2009年12月)
周浜聾 fW掲任10 86頁-87貢
71)一百科郡典 rウイキペデイア(Wlklped】a)｣http//sensrJp/word/'Xt'E6%Al%A3%E6%A1%㍊
(アクセス2010年8月18日)
楢案 (とうあん,中国語dang'anダンアン､繁体字椿案)とは､中国語で77イルを意味するがO特に中国共
産党が管理する中華人民共和EI全人民の個人資料である｢人中格案｣を指す.桟案には先祖の階級をもとにした
｢本人成分｣から始まり,家族構成 学校成親 党歴 就職 結婚 言軌 旅行歴 交友関係 犯罪歴など生ま
れた時から現在までの情人情報の全てがTu=き込まれている0
人fii抵案は単位の共産党人711部､もしくは地方共産党支部の人部局や労働局が厳盃に管理している｡公開はされ
ておらず､本人はその内容を生涯知ることは出来ない｡その性質から,文化大革命時期などには､個人攻幣や名
誉剥准などの政治的迫害に利用された経緯があり､現在もその儀がある｡
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情報を記載されていたとしても訂正するすべがないという実情がある｡すでに2007年4月5日に公布
された ｢中華人民共和国政府情報公開条例｣は個人情報保護制度の整備に役立つものであり､第25粂 31
は個人情報と密接に関連しているが､身上調書的な部分への開示規定はないOただし､個人情報保護
法草案では､前述第16粂-第34条において詳細に規定されており､政府が管理する個人楢案制度が､個
人情報保手法の施行により､｢情報主体の個人情報の開示を求める権利｣がどのように法律保護されて
いくのか期待される｡
(5)政府の管理制度および規制
その他個人情報処理者の個人情報処理については ｢政冊管理制度｣が設けられ､個人情報の取り扱
いにおける登録申請､許可に関する義務を詳細に規定 (35粂～42粂)している｡これらの規定の目的
は､個人情報の不正な取り扱いを避け､個人の権利利益を保護することであるが､その他個人情報処
理者のすべての登録､許可手続を政府の主管部門で行うには､申請数および主管部門の人的要因等か
ら､大壷の行政資源を使用することになり､実行上の無理が生じ､本来の目的を失う可能性も考えら
れる.日本でいう個人情報保護団体のような自王規制の仕組みを確立し､登録許可管理制度の窓口を
設置するなど､今後再検討の必要性が伺われる｡
また､個人情報の取り扱いにおける適法性の要求 (43粂)､利用目的の特定 (44粂)､利用目的の制
限 (45粂)､正当な収集手段 (46粂)､直接収典時における情報主体への通知 (47粂)について､その
他個人情報処理者に対する規定は､政市樺関に対する規定より詳細で厳格であると思われる｡例えば､
個人情報の適正な収集に関して､その他個人情報処理者の場合､収集手段が適法かつ正当でなければ
ならないと要求し､また､個人情報の利用目的の通知に関しても､その他個人情報処理者の場合､情
報主体から直接収集する際に､個人情報の利用目的を情報主体に通知する必要があるが､政府機関の
場合は通知裁務を規定していないOこれらの理由は､｢政府機関が取り扱う個人情報は､その法定職安
の履行や行政管理の実施のために必要であり､取り扱いの法律的性質上､行政法関係に属する0-万､
その他個人情報処理者が個人情報を取り扱うのは､民間部門の自主活動の一種であり､性質上､民事
法関係に属するOこのように異なる法的性質があるため､同様の規別 制度を採用していないO政府穫
関に対する規定は､その他個人情報処理者に対する規定より緩いと見られるが､個々の制度設計にお
いて､すべてが政府機関の個人情報の取り扱い活動に､有利というわけではなく､実際に､政府機関
は個人情報保護法を遵守する以外に､行政管理者として一般行政法規範を遵守しなければならないoこ
の青森から言えば､政府機関に対する規則の程度は､その他個人情報処理者に対する規則の程度より､
国民,法人或いは他の租鰍j:､行政機関にその自分自身と関係する税金納付､社会保障､医療蘇生等の政府情報
の提供を申請する場合に､有効な身分証明ht:或いは証明啓類を提示しなければならない｡
国民､法人或いは他の組畝は､行政概関提供の自分自身と関係する政府情報が不正確であると証明する証拠を持
てば､当該行政機関に､訂正を封言求することができるO当該行政機指馴ま､訂正権限を持っていない槻合に､訂正
椎限を持っている行政機関に移送するとともに､申論者に通知しなければならない｡
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遥かに強い.｣32と立法研究報告の中で説明しているO
このように､行政法関連に属する政府機関と､民事法関係に屈するその他個人情報処理者の規則制
度方式に違いはあるが､草案での制度設計は､個人情報を保護するという立法目的を達成していると
考えられており､政府横関の支配傾向が強く現れていると思われるO
(6)個人情報の越境移動
今日では､オフショア開発3が盛んに行われており､愈近ではソフトウェ7開発以外にバックオフィ
ス業務やコ-ルセンタ-業務などの管理運営業務もBPO(BusinessProcessOutsourclng)として増
加している｡日本の主な委託先は中国であり,委託元企業における､情報投資低減.短納期要求や､国
内の開発技術者不足に起因し､今後､さらなる拡大が見込まれている｡これには当然のことながら個
人情報の越境移動は切り離せない｡
EUの規定は､個人情報の越境移動を国際問題にしており､EU以外のその他の多くの国も､個人情
報保護法を立法するにあたり模倣されている34.将来のE]際貿易における問題点は､個人情報の保護
にも関わり､個人情報の保護は､ある種､新しい形での貿易障害となるのではないかとさえ考えられ
ている3㌔
草案の第48条は ｢国境を越えて情報を取り扱いする場合の特別な規定｣とし､①国家の安全とその
他の重大な国家利益に関連する場合,(丑中国政府が負う国際的な義務の中に特別な要求がある場合､③
個人情報を受け取る国家又は地域が､その個人情報に対し､十分な法律保護ができない場合,(む法律
の定めるその他の場合には､その他個人情報処理者が個人情報を国外へ移動することを制限できると
しているO日本の法律にはこの定めはなく､日本の個人情報保護法との大きな相違点であるD特に､③
の場合､｢EU指令｣の第25粂第1項雅と同掛 こ定め､個人情報の国外への移動を禁止している.
｢EU指令｣の第25粂第1項に関して､評価は以下のように2つに割れている37O
｢1つは､この規定のおかげでEUの個人情報保護制度は良い手本として､多くの国の個人情報保護
法の整備を促したという高い評価であるOもう一つは､EU諸国がこの規定を利用して､EU以外の国
の実情に合わない個人情報保護制度を他国に押し付け､対外貿易交渉上の有利な立場を図るための
カードに過ぎないとの低い評価であるo草案の研究者の間には,EUへの対抗措置として､中国の個
周離華 前掲注10 66貫
中Egやインドなとの海外にソフトウェア開発工程の一部分を委託することC中国やインドなどの受託側では､こ
のような業務を海外アウトソー シング業務と呼ぶO
周淡輩 前掲注10 89頁
周添華 前掲注10 89頁
第25粂 第1項
個人データの第三Elへの移転は､この指令に従って採択された国内規定の順守を損なうことなく､当該第三国が
十分なレベルの保護措伍を確保している場合に限って行うことができることを定めなければならないD
葛 虹 r中国における個人情報保護に関する立法の動向j(二 完)広島法学33巻2号 (2009年)129頁
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人情報の国外への移動を規制する規定を提案の中に盛り込む必要があるとの意見がある｡｣38と紹介さ
れている｡この点について,筆者の私見は､｢個人情報の十分な法律保護を講じるための個人情報保護
法の立法｣に ｢EU-の対抗措置｣が必要であろうか.現在､個人情報保護法が未制定である中国は､
EU諸国からすると､十分な法律保護が出来ていない国に該当すると思われ､個人情報保護法に関し
ては後進国である｡EUへの対抗措置としての越境移動に関する規定を検討する以前に､中国の国情
に合い､正常な企業活動を考慮した法律の早期立法化が望ましいと思われる｡
(7)自主規制の取り組み
業界の自主規制の取り組みは個人情報保護制度の中で不可欠な部分であり､この自主規制がなけれ
ば政府の規別制度に頼るだけで､法律の厳格な執行問題を引き起こすか､個人情報保護の目的達成が
不可能となる｡そのため.草案の第3牽第4壬削こおいて自主規制の取り組みが規定され ｢現状に基づ
いて政府の管理機能を次第に業界の自主規制組織に委譲させるための条件を整備する｡39｣としてい
る｡
筆者が2008年9月に行った､中国個人情報保護法草案の作成者である中国社会科学院法学研究所の
周漠華教授への聞き取り調査40時､｢個人情報保護マネジメントシステム 要ー求事項｣JISQ150012006
を示し､日本の ｢プライバシーマーク制度に相当するシステムに基づく個人情報保護の確立｣の採用
に関する質問に対し､｢日本のプライバシーマークのような制度をどこまで取り入れるか､中国社会科
学院法学研究所において検討しているO｣という状況であった｡
すでに､2008年6月に､財団法人日本情報処理開発協会 (JIPDEC)と中国の大連ソフトウェア産業
協会 (DSIA)は､中国･大連市において ｢プライバシーマーク制度と個人情報保護評価(PIPA)制度4)
の相互承認に関する協定昏｣に調印し､JIPDECが適用するプライバシーマーク(Pマーク)とDSIAが
適用するPIPAマークの相互承認42を開始しているcDSIAが定める ｢大連ソフトウェア及び情報サ-
ビス業個人情報保諏規範(第2版)｣は､｢JISQ150012006｣とほぼ同等の水準であり､大連市のみで
なく､中国全土への拡大が期待されている43O
葛 虹 前掲注37 129頁
周溌華 前掲任10 19頁
拙著 r中国個人情報保護法草案の検討状況｣岡山大学社会文化科学研究科紀要 第27号 225頁 (2∝)9年)
日本のプライバ シーマークを手本に､大連にある音域者を対象とし､規範に基づく適正な個人情報の取り扱いを
行う申来者にPIPA (PersonallnLormat10n PIOteCt10naSSeSSmentの略称)マークの付与認定を行う制度.
htp//wwwp】pagovcn/ 2010年 6月21日アクセス
大連ノフトウェア産業協会h托p//prlVaCymark)p/news/20080703/Dalren_20080630pdf
(アクセス2010年6月21日)
日本情報処理開発協会htp//prlVaCymarkJp/news/2080703/Dalrenー2∞80630pdJ
(アクセス2010年6月21日)
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あわりに
2010年6月19日の新華サイト杭州によると､杭州で初めて､公民の個人情報不法取得案件について､
6月17日に供野区人民裁判所で開廷され､刑法253条の1に違反しているとし､被告人に対して1年の
有期懲役と5万元の判決が言い渡された-14｡また､2010年7月30日の京牽時報によると､北京朝陽裁
判所は不法に個人情報を売買したとし､元北京航空セキュリティ株式会社社員に対し､有期懲役1年､
執行猶予1年を言い渡したOこの案件も北京初の個人情報漏洩事件判決である45Oさらに新華ネット上
海のニュースによると､2010年8月5日､上海浦東新区人民数判所において膨大な個人情報への不正
アクセス ･不正取得により､膨大な違法所得を得た二人の被告に,それぞれ懲役1年及び2万元の罰
金､懲役2年及び4万元の罰金を科し､その他10名の被告にもそれぞれ刑を言い渡しが6O
上述のように､中国各地域において､刑法253条の1を根拠に引き続き個人情報漏洩事件判決が行わ
れたことは､中B]の個人情報保護法制度立法化に向けての躍進的な傾向であるといえるが.個人情報
の漏洩事件が多発する今日において､個人情報保護制度の確立は.今や一刻の猶予も許されない.早
期に個人情報保護制度を確立し､個人の権利利益を保護することは､経済活動のみならず､国内外を
問わず総合的な信頼性の向上と､今後の中国のさらなる発展に寄与できるO早期の立法化に期待し､引
き続き注目したいO
大連ソフトウェア産業協会http//wwwplPagOVCrL/Japan/NewsDetalLasp71D=567
(アクセス2010年8月7Eり
大連ソフトウェア産業協会http//wwwplpagOVCn/japan/NewsDetalLasp?ID-568
(アクセス2010年8月7日)
大連ソフトウェア産業協会http//wwwplPagOVCn/NewsDetalLasp?LD-648
(アクセス2010年8月7日)
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中華人民共和国個人情報保護法47
(専門家の建議稿)
第-華 美箸別
[立法の目的と根拠]
第-粂 政l拝機関又はその他個人情報処理者の個人情
報の取り扱いを規律し､個人の権利を保護し､個人情
報に対しての秩序ある流通を促進するために.態法に
基づき､本法を制定するO
[合法の原則コ
第二条 政府横間又はその他個人情報処理者が佃人情
報を処理する場合は､本法の規定に適合しなければな
らないO他の法令により､別途規定がある場合を除く｡
[権利保護の原則]
第三粂 情報主体は.政府機関又はその他個人情報処
聖者が取得した本人の個人情報を公開させる権利を持
･11
情報主体は､個人情報に関する内容に対し､誤り又は
不正確なところを発見した場合は､政府検閲又はその
他個人旧報処理者に訂正又は利用停止させることがで
きるo
[利益平衡の原則]
第四条 個人情報の保護に当たり､他人の権利と自由
を放けてはならず､国家の利益と社会の公共利轟を損
害してはならない｡
[情報品質の原則]
第五粂 政府機関又はその他個人情報処理者は､個人
情報の収仏El的と利用範囲を明確にし,個人情報の正
確性､完全性､及び適時性を確保するための措置を詐
じなければならない.
[情報安全の原則]
第六粂 政冊検閲又はその他個人情報処理者は､個人
情報の漏洩､滅失､殴孤又はその他の都政を防止する
ために必要な安全措置を講じなければならないO
[職業並務の原則]
節七粂 政肘横側又はその他個人情報処理者の従郡者
は,在職期F馴こ知り得た内容に守秘幾務を負い､みだ
りに他人に提供し､又は他の方法で公開もしくは利用
してはならない｡
[放清の原則]
第八粂 情報王体は､政冊機関又はその他個人情報処
理者の行為が本法に遠反し,その権利利益を犯した場
合は､法律に基づき､行政救済又は訴訟を提超する稚
17 周淡華 前掲往2 1頁～27頁
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利を持つ｡
政府機関又はその他個人情報処理者が､本法に違反
し情報王体の権利利益を佼害した場合は,法律に基づ
き､賠償Rrt任を負わなければならないO
公民､法人その他の組紙は,政府情報資源王管部門
の具体的な行政行為が個人の権利利益を犯すことがあ
れば､法律に基づき､行政不服申立をし､又は行政訴
訟を提起する権利を持つ｡
[適用の範囲]
第九粂 本法は､政府機関又はその他個人情報処理者
が個人情報を処理する場合に適用する｡ただし.本法
に別途定めがある場合を除く｡
政府機関 とは､行政機関及び､法律､法規により
行政管理機能の権限を授托され､又は公共サービスを
提供するその他の組範をいうo
hその他個人情報処理者日とは､政冊機関以外で,本
法の規定により,個人情報を処理する法人､姐軌及び
価人をいうc
J個人情報 とは､個人の氏名､住所､生年月日､身
分証明むの番号､医療の記録､写共などの単独又は他
の情報と照合し､特定の個人を識別できる情報をいう｡
'個人情報文鞍"とは､コンピューター又は他の媒体
に保存でき,一定の標準的な力法により､個人情報を
検索することができる文むをいうo
E処理pとは､政府機関又はその他傭人情報処理者が､
一定の基準又は検索方法により､自動又は非自助の方
法で､個人憎軌 こ関しての収鎚､保存､使用､交換､公
開､訂正､削除､消却なとの行劫をいうo
情報主体 とは､個人情報によって諒名相uされる特定
の個人をいう｡
[適用例外]
第十粂 本法の規定は､国家安全機関が国家の安全を
保障するために,個人情報を処当け る場合には適用し
ない｡
本法の規定は､公民が個人又は家庭の楕動で､個人
情報を処理する場合には適用しないo
法人又は他の組孤の取り扱う情報が少丑で､耽り扱
う行為が個人の稚利を侵害するおそれがない場合には､
本法を適用しない｡
第-項の範E削ま国凝院が確定する.
第三項の範臼馴土国務院情報資源王管部門が､規定を
制定することにより確定する0
第二幸 政府機関の個人情朝処理
妨一節 個人情報の収雛と使用
[明確な使用目的]
第十一条 政府機関は､自らの法定稚限の範囲内にお
いてのみ.その執務を連行するために個人情報を収JA
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することができるO
政府横関の個人情報の収Jjiは､明確､適法かつ特定
された使用目的がなければならない｡
政貯機関の個人情報の収射 土､解二項による使用目
的の範閲を超えてはならないC
政府機関が個人情報を収姓する場合､繰り返し個人
情報を収弘することを避け､社会負担をできるだけ軽
減し､かつ､処理目的に関わらない情報は適時に削除
しなければならない｡
[登録の手続]
第十二条 政府機関は､個人情報の収弘前に､各級人
民政府情報資源主管部門に下記のIjI項を登録しなけれ
ばならない｡
(-)個人情報文啓の名称
(二)個人情報に関する利用日的
(≡)収典する樺関の名称
(四)個人情報に関する主要な内容
(五)個人情報に関する収集方法
(六)個人情報に関する保存期間
(七)個人情報文tFの主要な使用者
(八)個人情報文中の公開方式と場所
(九)その他の事項
個人情報が以下のいずれかに該当するときは,節一
項の規定を適用しない｡
(-)国家の安全､国家秘密及びその他の重大な国家
利益にJ対連する事項
(二)犯罪の予防､刑串捜査､公訴､数判と刑罰の執
行に関連する事項
(≡)行政処罰と行政強制執行に関連する申項
(四)出入国管理に関連する申項
(五)税の徴収に関連する耕項
(六)政帝横側内部の人中管理に関迎する申項
(七)政府機関が内部業務処理のために､個人情報文
at:を使用する場合
(八)政府機関がコンピューターに関する試験的な操
作を行うために個人情報文幹を利用する場合
(九)法律､法規が規定するその他の串項
[登録事項に関する公表]
第十三条 政府情報資源主管部門は､第十二条約一項
に基づき､登録手続が終わる日から30日以内に､政
肝公報又は他の方法で登喜ました情報を公表しなければ
ならない｡
[個人情報文沓登記簿の作成]
第十四条 政府機関は､保有するそれぞれの個人情報
文革Fの内容に応じ,解十二粂筋一項に定める個人情報
文啓登録簿をそれぞれ作成し､公衆の閲覧に供しなけ
ればならない｡
[利用の制限]
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解十五粂 政府横間は､個人情報を収集する際､明
確にした利用日的の範囲内でのみ個人情報を利用する
ことができる｡
下記のいずれかの条件を満たすときは､政府横関は､
利用目的の範囲を超えて個人情報を利用することがで
きる｡
(-)情報主体が提供に同意した場合もしくは情報主
体に碇供する場合
(二)政府機関が法定の職務を遂行するために､その
個人情報を利用しなければならない場合
(≡)国家の安全又は他の公共利益を保護する場合
(四)国際法の幾務を履行するために､外国政府又は
国際観縦に提供する場合
(五)情報主体の合法的な利益に有利である場合
(六)他人の重大な利益の損害を防止することに有利
である場合
(七)個人を特定できない形式で､学術の研究又は統
計のために利用する場合
(A)正当な理由があり､かつ政府機関の内部でのみ
利用する場合
(九)法律､法規によるその他の状況｡
政府機関は､節二項の規定に基づき個人情報を情報
王体以外の第三者に校供する場合は､利用日的,利用
方法､再交換の粂件及びその他の重要な串項を明確に
制限しか ナればならない｡個人情報を受け取る第三者
は､これらの制限を守らなければならないO
政府機関は､個人の柁利と利益の保護のために必要
と認める場合､利用日的以外で個人情報を処理する主
体を当該機関内の特定部門に限定することができるO
第二節 情報王体の個人情報の開示を求める権利
[個人情報の開示を求める権利]
第十六粂 情報王体は､政府機関に対しその保有する
本人の傭人情報の開示を要求する権利を持つO
[申請の手続]
第十七粂 申請人は､個人情報の開示申告告を行う域合
は､申許番を提出しなければならない｡申請をFには､
以下の耕項を明確に記述しなければならないO
(-)申許人の名前,身分証明世の番号､住所
(二)申請人の連絡方法
(≡)開示中吉TiLする個人情報の記掛 土､政府機関が申
絹に係る個人情報を十分に識別できるものでなけれ
ばならない｡
(四)申請提出日時
申請人は申請啓提出時に､申請する個人情報につい
て､本人であることを証明できる沓類を提出しなけれ
ばならない｡
申稲密は､政府横閑の串務所へ提出し､もしくは沓
忠,ファクス､Eメールの方法で碇出してもよいO
申請啓が受理機関の事務所に提出された場合は､受理
機関が登記し､申請人に受領啓を発行しなければなら
ないO
申請軒が昏留､77クス､Eメ-ルの方法で提出さ
れた場合は､受理機関は到宕日に登記しなければなら
ない｡
〔政府機関の支援]
第十八粂 政府機関は､公衆が個人情報の開示を求め
た場合には､適切な支程をしなければならない｡
本法の第十七条に基づき提出された申請智について､
記載Jil項に不備があれば､政府楼閣は､訂正文は修正
する機会を与えなければならない｡
[政府横間に関する開示耗務と例外]
第十九条 申請人が㈲示請求を求めた場合､政冊接関
は申請人にその個人情報を開示する薙務を負う.
下記のいずれかの条件に適合する場合は､例外とし
て開示しない｡
(-)本法の第+二条紫二項による情報
(二)申請人の生命､健麻､生活又は財産に対し､被
害を与えるおそれがある情報
(≡)第三者の利益に対し､被害を与えるおそれがあ
る情報
(四)政肘横側が,違法行為の調査において､法の執
行に対し影響を与えるおそれがある情報
[利益均衡又は損害判断原則]
節二十粂 政府機関は､開示することができない個人
情報について､明確な公共利益がありF対示する必要が
ある場合､開示しても実質的な‡貝害を与えるおそれが
ない場合､又は個人の権利保障に対してl弟】示すること
が極めて必要な場合は､開示の決定を下すことができ
るo
l階報の分割可能性]
第二十一粂 申謂された個人情報の中に､開示できな
い内容があっても､開示できない内容と開示できる内
容を区別することができれば､政府横関は､申請人に
開示できる個人情報の部分を提供しなければならないO
[個人情報存否の回答拒絶]
約二十二条 政府機関は､開示できない個人情報に関
して､その存在を回答した域合､当該情報を開示する
結果を招く場合は､当該個人情報存在の有無について
明確に回答をしなくてもよい｡
[沓面での決定通知コ
第二十三条 下記の状況の場合､政府検閲は､受け付
けた日から10日以内に､世間で申請人に告げなければ
ならないO
(-)申貢rけ る個人情報が存在しない場合
(二)政府機関がすべての措選を行ったにも関わらず､
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申言nlrした個人情報を見つけることができなかった場合O
(≡)政府楼関は､申謂した個人情報を保有しないが､
他の政府機関が当該情報を所持することが判明した場
合は､申請人にその他の政府機関に申詣番を提出する
よう通知する｡
(四)本法紫二十二灸に規定する状況がある場合､申
請した個人情報の存在を確認しない｡
[正式決定]
第二十四条 政府機関は､受付日から15日以内に､状
況により､下記の決定を下す｡
(-)申請が本法の規定に適合し､開示しなければな
らない場合は､個人情報を開示する決定を下すO
(二)本法第二十一条の規定する状況の場合は､部分
的に個人情報を開示する決定を下すO
(≡)本法第十九条第二項による状況の場合は,個人
情報非開示の決定を下すO
節一項の期限を越えて､政府機rqが正式な決定を下
さなかった場合は､非開示を決定したものとみなす｡
[正式決定の内容]
第二十五条 政府横関は､本法第二十四条第一項 (-)
号に基づき､個人情報の開示決定を下す場合は､申詣
人が個人情報を受け取る日時､場所､方法､支払うべ
き資用を沓両で通知しなければならないO
政府機関は､本法第二十四条第一項第 (二)号又は
第 (≡)号に基づき､個人情報を部分的に開示し､叉
は非開示の決定を下す場合は､決定坊を作成し,法律
に基づき､申話人に送付しなければならないO決定砂
には､拒絶の理由､法律の根拠及び救済の手耗と期限
を明記しなければならない｡
[個人情報を取得する方法]
節二十六条 政府機関は､以下の方法で申石持人に対し
て個人情報を開示することができるO
(-)個人情報が､文替､囲､写真誌などの形式で存在
する場合は､申言71人に対して写しを提供し,或いは申
前人の閲覧に供するC
(二)個人情報が､フイルム､テープ､フロッピーデ
ィスク､視聴資料等､複写可能な方法で存在する幼合
は､申謂人の閲覧に供し､又は申請人に対して当該情
報の当該情報の内容に関する渉面記録を投供すること
ができる｡政府機関は､自己の設備で当該内容の複写
が可能であれば､申請人の申言削こより､申謂人に写し
を提供しなければならない｡
(≡)個人情報が､コンピューターのメモリー形式で
存在する場合は､申箔人にそのメモリ-のコt=l-を提
供し､又は印刷記ざまを碇供することができるo
視力､聴力又は言語の障害者は､自分の能力に合う特
別な方法で個人情報を取得できるよう申WHlする権利を
持つ｡
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[穀用に関する基準]
第二十七条 申訴人は､個人情報を取得する手続を行
う時は､検索費､コビ-費､郵送費を支払わなければ
ならないo政府債関が徴収する判用は､個人情報を提
供する実費を超えてはならないO徴収斐用の基準につ
いては､省級の価格 財政主管部門が統一的に決定す
るO申話人は､費用を先払いし､領収証を提出し､個
人情報を受け取る｡
申詣人は､17-jlに超済的に困柾の場合があれば､政府
機関の賀'任者の許可により､本条第一項に定める牡用
の減額､又は免除を受けることができる｡
第三節 個人情報の訂正及び利用停止
[訂正及び利用停止に関する権利]
第二十八粂 本法弟十六条の規定により､個人情報の
開示を受けた情報王体は,個人情報の記録内容に誤り
又は不正確な部分を発見した場合は､政府機関に訂正
又は利用停止を謂求することができる.
[政府樺関に関する訂正及び利用停止兼務]
第二十九条 政府機関は､申詰内容を調査し､申告fJ'人
の申請が正しければ､関連する個人情報を訂正又は利
用停止する並務を負う｡
[申約人の調査協力]
第三十条 中部1人は,個人情報に関する訂正文は利用
停止の申請と同時又はその後に､政府機関に関連する
証明資料を提出し､政府機関の調査に対し協力するこ
とができる｡
政府機関は､調査時に,中書古人又は第三者に対し､関
連する証明資料を提供し､調査への協力要語71'を行うこ
とができる｡
[正式決定]
第三十一条 政府機関は､EP箔人の中郡iを受理した日
から15日以内に､それぞれの状況に応じて下記の決定
を下すO
(-)申前を認めた場合は,個人情報の訂正又は利用
停止の決定
(二)申請を認めない場合は,個人情報の訂正文は利
用停止をしない決定
(≡)申yJt3I項が複雑で､正当な理由があり､規定の
糊限内に完了できない場合は､政府機関rf任者の許可
により､15日間の延長ができる｡
申請事項が極めてT}雑であって､第-項第 (≡)号
の規定により.期限を延長しても決定を下すことがで
きない場合は､政府機1和賀任者の許可により､再度決
定を下す期限を延長することができるが､長くても30
日を越えてはならない｡
[正式決定の内容]
第三十二条 政府機関は､本法第三十一糸筋一項第
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(-)号により､個人情報の訂正文は利用停止決定を下
す場合は､沓面で申話人に決定した具体的な内容を通
知しなければならないO
政府機関は､本法約三十一条約一項第 (二)号によ
り､個人情報の非訂正又は利用非停止決定を下す場合
は､決定皆を作成しなければならない｡決定番には､柁
抱の理由,法律の根拠及び致渚の手続と期限に関する
説明をしなければならない｡
政府機脚 ま,本法第三十一条第一項第 (≡)号又は
第二項により､期限延長の決定を下す場合は､沓面で
申告岩人に延長期限及び理由を通知しなければならない｡
[訂正又は利用停止の決定に関する通知]
第三十三条 政府機関は,本法第三十一条第-項弟
(-)号により､個人情報の訂正文は利用停止決定を下
した後､耽椎で又は情報王体の中沼により､む面をもっ
て既に当該個人情報を受1'qiした第三者に対し､その決
定内容を通知することができる｡
[手純の串用〕
第三十岨粂 本節に別の規定がある場合を除き.申話
人が個人情報を訂正又は利用停止する申請については,
本章の第二節に規定する手続を適用する｡
第三章 その他個人情報処理者に関する個人情報ATL理
第一節 政府管理剛度
[登記と行政許可]
第三十五条 その他個人情報処理者は､個人情報を収
処する前に､政府情報資源主宅部門に登記の手続をし
なければならないO
個人情報処理を主要な兼務とし､又は個人情報処理
をJ昌利で行う公民.法人又はその他の組鰍 ま､個人情
報を収娘する前に､政府情報資i原王管部門の許可を受
けなければならないO
本法に別の規定がある場合を除き､本章の規定する
行政許可は,(中華人民共和国行政許可法)を適用する｡
[登記と行政罰二可に関する申請事項]
約三十六条 登記又は行政許可を申Lgfiする場合は､政
府情報資源主管部門に申誠ig=を出さなければならない｡
申紙背には以下の却項を記載しなければならないQ
(一)自然人の名前､個人にあっては､氏名､身分証明
世の番号及び住所､法人又は他の租俄にあっては､名
称.任所､法定代表人もしくは主要な式住宅の氏名
(二)個人情報文廿の名称
(≡)個人情報文鞍に関する利用E川勺
(四)個JJt'捕i文杏に関する主要な内容
(五)個人情報文啓に関する収触方法
(六)個人1'j報文渉に関する保存期限
(七)個人情報文怨に関する王要な使用者
(八)個人情報文砂に関する公開方法と場所
(九)個人情報文番に関する安全保護措置
(十)個人情報文召.rに関する安全保護に関わる主要な
安住者の氏名､身分証明啓の番号､住所及び履歴
(十一)国務院情報資源王管部門が要求するその他の
事項
〔審査基準]
第三十七粂 政府惰報資源主管部門による登記事項
に対する審査は､特別な勘合を除き､原則として形式
審査であるC政府情報資源主管部門は､行政許可事項
に肘しては､也類審査のみでなく.実質審査も行わな
ければならない｡
[正式な決定]
第三十八粂 政府情報資源主宅部門は,申箔を受け
取った日から15El以内に､それぞれの状況に応じて下
記の決定を下すO
(-)登記又は行政許可に関する申請が法定の条件､
基準に適合する場合は､登記又は行政許可を認める決
定
(二)登記もしくは行政許可に関する申泊が法定の粂
件.基準に適合しない吻合､又は個人情報の処理が個
人の権利に対し､実質的な危書を与えるおそれが極め
て強い場合は､登記又は行政肝可を認めない決定
政府情報資源王管部門は､第一項節(二)一別こより登
記又は行政許可を認めない決定を下す塊合は､理由を
説明し､申訂J人に､法律に基づき行政不服申立又は行
政訴訟を#J:起する権利を持つことを通知するC
[決定に関する公表]
第三十九条 政府情報資源主管部門は､党紀又は行政
許可を認める決定後30日以内に,政府の公報もしくは
他の方法で決定した内容を公表し､公衆の陶掛 こ供す
る｡
その他個人情報処理者は.登記又は行政許可を認め
た後に､本法節三十六条による串項に従って個人情報
文恕登記沖を作成し､公衆の閲覧に供するo
l変更手続]
第四十粂 本法第三十六条第一項による串項を変更す
る場合は､その他個人情報処理者は､変更した事由が
発生したElから10日以内に､改称情報資源主管部門に
変更手続の申告告を提出しなければならない｡
[取消の登記]
第四十一条 その他個人情報処理者は､個人肺報処理
活軸を停止する場合､停止日から10日以内に.政府情
報資源王管部門に取消の登記手続を行わなければなら
ない｡
その他個人情報処理者は､個人情報処理活動を停止
する場合は､保有している個人情報文むを消却し､又
は政肝情報資源王管部門の同窓により､その他の処'H
をしなければならないC
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[徴収不可]
第四十二条 改称情報資源主管部門は､登記又は行政
許可の手続を行う場合､いかなる楽用も徴収してはな
らない0
第二節 個人情報の収仏と利用
[情人情報処理に関する適法性の基準]
第凹十三粂 その他個人情報処理者は.下記の条件の
いずれかを満たす場合を除き個人情報の処理をしては
ならないO
(-)情報主体が明確に同普する場合
(二)情報主体と契約関係又は類似関係が存在し､そ
れら契約を履行するために個人情報を利用しなければ
ならない場合
(≡)情報主体の重要な利益を保諏するために,個人
情報を利用する場合
(四)第三者の合法的な利益を保護するために､個人
情報を利用する場合
(五)公共の利益を保誰するために､個人情報を利用
する場合
(六)法律､法艶の規定するその他の状況である場合
[利用目的の特定]
第四十四条 第四十四条 その他個人情報処理宅が個
人情報を収触又は利用する場合は､明確な利用日的の
特定をしなければならない｡
[利用日的の制限]
第四十五条 その他個人情報処理宅が本法の弟四十凶
条による利用E]的を超えて個人情報を利用する切合は､
情報主体からZJ絹1に同意を得なければならない｡
その他個人l']報処理者は､以下の条件に適合する場
合は､情報主体から串前に同意を待なくても.本法の
第四十四条による利用日的を超えて､個人情報を利用
することができるO
(-)明確的な法律､法規の規定に基づく場合
(二)人の生命､身体又は､財産の保護のために極め
て必要がある場合であって､17報主体の同意を得るの
が困杜である場合
(≡)国家機関の法令の定める串務を遂行することに
極めて必要であって本人の同忠を得ることにより､当
該事務の逆行に支障を及ぼすおそれがある場合
[正当な個人情報の収炎]
yJ四十六条 その他個人情報処理者は､適法､正当な
手段で個人情報を収処しなければならない｡
[直接収狐に関する情報主体への通知]
第四十七粂 その他個人情報処理者は､情報主体から
直接に個人情報を取得する域合は.下記の歩項を情報
王体に通知しか ナればならない｡
(-)その他個人情報処理者の身分
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(二)個人憎掛 こ関する利用日的
(≡)個人情報文軌 こ関する主な利用者
(四)個人情報文辞に関する公開方法と場所
(五)情報主体の権利に対して､重大な影響を与える
その他の事項
[国境を越えて､情報が流通する特別な娩定】
辞四十^粂 下記の条件に適合するときは､政府情報
資源主管苦B門は､その他個人情報処理者が国境を越え
て.個人情報を淀適させることに対し､制限すること
ができる｡
(-)国家の安全及びその他の重大な国家利益に関連
する幼合
(二)中国政府が負うEl際的な轟務の中に特別な要求
がある場合
(≡)個人情報を受け取る国家又は地域が､その個人
情報に対し､十分な法律保護を与えていない場合
(四)法律によるその他の状況がある場合
国務院情報資源主管部門は､第一項第 (≡)号によ
る国家又は地域を駿足する辞任を持ち､認定する具体
的な基準､方法及び手続を規定する｡
第三節 相和主体の権利
[個人情報を取締する権利]
節凶十九灸 その他個人情報処理者は､情報主体から
開示郡求があれば遅滞なく提供しなければならないo
下記のいずれかの状況である場合､その他個人情報
処理者は個人情報の全部又は一部を開示しなくてもよ
い｡
(-)情報主体の生命,健砧､生活又は財産に危客を
及ほす恐れがある情報
(二)酢三者の利益に対し､損害を及ぼす恐れがある
情報
(≡)情報王体が同じ個人情報文杏に対し､繰り返し
て開示許求を提出し､その他個人情報処理者の正常な
個人情報処理の遂行に明確に支障を及はす恐れがある
鳴き
(四)法律､法規によるその他の状況である場合
(訂正及び利用停止防求権1
第五十粂 本法の奔四十九条により､個人情報を取得
した情報王体は,個人情報の記手蔓内容に誤り又は不正
確な部分があれば､その他個人情報処理者に訂正又は
利用停止を求めることができる｡
その他個人情報処理者の確認により､情報主体の請
求が成立すれば､遅滞なく､鵬連する個人情報を訂正
もしくは利用停止をしなければならない｡
その他個人情報処理者の確認により､情報主体の岩万来
が成立しなければ､当吉を個人情報の訂正もしくは利用
停止を拒絶することができる｡
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〔理由説明]
第五十一粂 その他個人情報処理者は,本法の第Eg十
九条弟=項､第五十条第三項の規定に基づき､全部も
しくは一部の個人情報を開示せず､又は個人情報の訂
正もしくは利用停止要求を拒絶する沓面により情報主
体にその理由を説明しなければならない｡
[費用基坤]
軒五十二条 情報主体は､本法の第四十九条に1り､開
示個人情報を取得する場合､その他個人情報処理者に
当該措忠の手数料を支払わかナればならない｡
軒一項による手数料の基準は､各地方政府物価管理
部門が確定する｡
第四前 葉界自律の世祖み
[茶界自主規制組絶]
鮮五十三粂 国家は､その他個人情報処理者の自由意
思による兼界別の自主規制粗放の創設を奨励し,政帝
の管理横穂を次第に業界の自主蔑利敵熟に委最良するた
めの灸件を整備する.
発界自主規制組鱗の条件と当該組紙への要求は､国
務院情報資源主管部門が具体的に規定する.
業界自主規制租範の創設後､国務院情報資源主管部
門に登録し､国務院情報資源主管部門からの相中及び
監督を受けか ナればならないO
[茶界自主規制租税の管理機能]
約五十四条 業界自主規制組織は､以下の管理機f柏を
履行する.
(-)本茶界の行為準則を制定するO
(二)本燕界の兼務執行の侶税性認定証を拡大する｡
(≡)本業界と政府情報資源主管部門との関係を閑並
する｡
(四)情報主体からの苦情を受け､情報主体と成月の
luJの紛争を調並し､処理する｡
(五)茶界自主規制組糸の成月の間の関係を処理する｡
(六)業界自主親別姐紙の定款に定めるその他の戦勝
を行う｡
(七)政府情報資源主管部門が委託したその他の管理
棟能
菜界自律組戒の定款を政府情報を源主管部門へ報告
する｡
節四車 法律の実施保障と致誘
[情報資源主管部門】
第五十五粂 県政以上の人民政府情報資源主管部門は､
本法の集結を姐崩し､指導し､推進及び監督する｡
[行政不服申立前置]
第五十六条 情報主体は､政府摂関の下した個人佃報
の開示､訂正､利用停止に関する決定が本法に違反し､
合法的な利益を犯すことがあれば､壌初に同級人民政
府情報旋源主管部門に行政不服申立を申請しなければ
ならない｡
[不服申立串件に関する決定制度と情報委月余】
第五十七粂 政府情報資源主管部門は､行政不服審査
法の規定に基づき､行政不服申立を受理し､不服審査
の決定を下す｡
条件を有する地方の政府情報資源主管部門は､当該
部門以外の専門家を含めて.独立した情報委月会を設
立し､行政不服申立の申拓を受理し､不磁審査の決定
を下し､他の行政管理権を行使することができる｡
情報委月会は､非常設横溝とし､その日常連絡横様は､
各級人民政府の情報資源主管部門とする｡
軒二項の方法で不服審査の決定を下す場合は､専門
家蚕月の人数は､情報委員会の委月給数の三分の一以
上を占めなければならない｡
〔行政訴訟】
節五十八粂 tln報主体は､不服審査の決定に不服があ
れば､法律に基づき､人民法院に行政訴訟を凍起する
ことができる｡
[苦情処理]
舘五十九粂 政府横l姻又はその他個人情報処理者は､
有効的な苦情処理の仕組みを設け､速やかに情報主体
が投出した各柾の菅冊を処理しなければならない｡
[茶界自緋の仕組み】
約六十条 怖轍主体は,その他個人情報処理者の個人
処理行為が本法の規定に違反し､自己の楕利､利益を
犯すことがあれば､その他個人情報処理者の所属する
茶界自主規制組紙に苦情を申し出ることができるo
茶界自主規制弧鰍 ま,情報主体の苦情を受理したと
きは､公正かつ速やかに処理し､処･哩意見もしくは勧
告を提出しなければならないo
菜界自主規制糸1紙の処理想見又は勧告に従わない成
月に対し､莱界自主規制姐掛 よその定款の裁定に基づ
き､兼務執行の倍額性認定証を取り消し,成月の賛格
を取り消す等更なる措恩を決定することができる｡
[行政括伍1
第六十一条 情報主体は､その他個人情報処理者によ
る個人情報の取り扱い行為が本法の規定に違反し､自
己の権利､利益を犯すことがあれば､政府情報資源主
管部門に申告し､自己の権利利益の保護を訴求するこ
とができる｡
政府情報資源主管部門は.情報王体の申告又は自己
の載稚により､その他個人情報処理者に立入検査を行
い､情報処理状況報告の提出を求め､差し押さえ､押
収､処理の凍結等の行政強制措置を取ることができる｡
立入検査を行う場合は､政府情報資源王管部門の安
住者の許可が必要である｡立入検査時に､検査月は二
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名を下回ってはならず､また､身分証明及び検査通知
砂を提示しなければならない｡検査月が二名を下回り､
又は身分証明及び検査通知啓の提示がなければ､その
他個人情報処理者は検査を拒否する権利を持つ｡
t行政決定]
第六十二条 その他個人情報処理者が本法の規定に速
反して､個人情報を処理した場合､政府情報資源主管
部門は､期間を限定して改善命令を出し､期限が過ぎ
でも改善しないとき､又はその行為が情報主体の権利､
利益を著しく侵害しているときは,その程度に応じて､
政府情報資源主管部門は以下の決定を下すことができ
る｡
(-)一時的に個人情報処理を停止するO
(二)違法な処理による影響を是正し､甜罪を命じる｡
(≡)個人情報の使用を停止する｡
(四)個人情報文番を消却する｡
(五)罰金を科す｡
(六)個人情報処理の登昆証又は許可証を血効にする｡
[司法救済】
第六十三条 情報主体は､その他個人情報処理者によ
る個人情報処理行為が本法の規定に逼反し､自己の摘
利.利益を侵害している場合､法律に基づき､人民法
院に訴訟を抱起することにより､侵害を停止し､その
影響をなくすことを求めることができる｡
[婚竹辞任と腐侶訴訟]
那六十凶粂 政府横Z村又はその他個人情報処理者の個
人irl報の取り扱い行為が,本法の規定に迎反し､ili報
主体の楕利､利益に孤書を与えたときは､臆併辞任を
rlう｡
情報主体は､政府機関又はその他個人情報処理者に
賠債を謂求することもできる､また直接に人民法院に
訴訟を提起することもできる｡
第五帝 法的資任
〔主管部門の准月の資任]
第六十五条 政府情報資源主管部Flの戦月は､以下の
行為があれば､法律に基づき､行政処分を科す｡犯罪
が成立すれば､刑称賛任を追及する｡
(-)法定粂件に適合する個人情報処理登記又は行政
許可申符に対し､許可しない場合
(二)法定粂件に適合しない個人情報処理登録又は行
政許可中田に対し登緑し､許可した場合
(≡)法定期限以内に個人情報処理登録又は行政肝可
7jl萌を公告しない場合
(四)登録又は行政許可の手緩を扱う際に､現金又
はその他の方法で料金を徴収した場合
(五)規定に遥反し､立入検査を行っ1=場合
(六)規定に違反し,その他個人情報処理者に行政処
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分をし､又は処罰した場合
(七)情報王体からの苦情申告に対し,故意に制止し
又は法定職安を履行しない場合
(八)職権の濫用､職務怠慢に当たるその他の行為
政府情報資源主管部門の敬具は､賄賂を受け､国家秘
密又は知り得た企業秘密の漏洩を犯したときは,犯罪
が成立すれば､法律に遊づき刑部JLt任を追及するO犯
罪が成立しない場合でも､法律に基づき,行政処分を
科す｡
[奴登録又は無許可での個人情報処理に対する法律ri-
任]
第六十六条 公民,法人又はその他の租範は,登多読又
は行政許可を受けず､個人情報を処理したときは､改
称情報資?原主管部門が取り締まり､者巳罪が成立すれば,
法律に基づき刑解式任を追及するO犯罪が成立しない
場合でも､政府情報資源主管部門は､違法な所得を没
収し､もし五万元以上の違法所得であれば､違法所得
の二倍以上五倍以下までの罰金を科す｡
違法所得がない域合､又は違法所得が五万元未満で
あれば.一万元以上十万元以下の罰金を科す｡
[政府機関の個人情報違法処理の諜任]
第六十七粂 政府機関に下記のいずれかの行為があれ
ば､政府情報資源主管部門により改替命令が出されるo
状況が亜大であるとき又は期間内に改巻しないときは､
直接の安住者及び関係するilI-任者に対し､法律に基づ
き､行政処分を科す.犯罪が成立すれば､法律に基づ
き刑申ll任が追及するO
(-)遅滞なく摺'Eを離じず､個人情報の正確性､完
全性､適時性を保証することができない場合
(二)安全摺値の不備により個人情報の漏えい､滅失､
投税､その他の都政を起こした場合
(≡)規定に沿って､登記又は許可事項の手続を行わ
ない場合
(四)個人情報文むの登記沖を作成せず､公衆の閲覧
に供しない場合
(五)利用EI的の範囲を超えて情報を収狐する場合
(六)法定粂件に適合せず､利用目的を超えて､個人
情報を処理する場合
(七)開示しなければならない情報を開示しない場合
(八)訂正又は利用停止しなければならない個人情報
を訂正又は利用伴止しない場合
(九)手数料の基準を超えて､徴収する場合
[その他個人情報処理者の個人情報違法処理班任]
約六十八粂 その他個人情報処理者に以下のいずれか
の行為があれば､政府情報資源主管部門は改皆命令を
出し,五千元以上五万元以下の罰金を科し､また,違
法所得があれば､違法所得を没収する｡状況が蕊大な
域合であるとき.又は期限内に改醤しないときは.五
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万元以上十万元以下の罰金を科すとともに,個人情報
処理を一時停止させ､又は個人情報登記証もしくは許
可証を奴効にすることができる｡犯罪が成立するとき
は法律に基づき刑事賛任を追及するO
(-)適時に措置を講じないことにより,個人情報の
正確性､完全性,適時性を保証することができない場
.∠ゝ
(二)安全措置の不備により個人情報の?届えい.滅失､
殴損､その他の都政を起こした場合
(≡)規定に沿って､登録又は許可Zil項の手続を扱わ
ない場合
(四)個人情報文献の登録帝を作成せず公衆の閲掛 こ
供しない場合
(五)合法性基#_に違反して,個人情報を処理する場
.∠ゝ
(六)不正な方法で個人情報を収処する場合
(七)情報主体から直接個人情報を収蝦するときに､告
知すべきZL項を告知しない場合
(ノし)法定条件に適合しないにもかかわらず､利用目
的の範関を超えて個人情報を処理する場合
(九)規定に還反し､国境を越えて情報を伝送する場
/∠ゝ
(十)開示しなければならない情報を開示しない場合
(十一)訂正文は利用停止しなければならない個人情
報を訂正又は利用停止しない場合
(十二)手数料の基準を超えて､徴収する場合
[業務上の雅務に違反したときのi'f任]
節六十九条 政府機rWの職f=ま､みだりに他人に個人
lli鞍を採供し､又は他の方法で在職時に個人情報を処
理することによって知り得た情報を公開すれば､法緋
に基づき､行政処分を科すDまた､犯罪が成立すれば.
法徴に基づき､刑部安住を追求する｡
その他個人情報処理者の従業員が､みだりに他人に
個人情報を我を供し､又は他の方法で在戦時に個人情報
を利用することによって知り得た情報を公開すれば､
違法の所得を没収し､違法の所符が五千元以上であれ
ば､違法所群の二倍以上五倍以下のiTE∃金を併せて科す｡
適法所得がないとき又は違法所得が五千元に満たない
ときは､千元以上二万元以下の1Tl金を科す｡また,犯
罪が成立すれば､法律に基づき､刑部nt任を追及するC
政府の軌月が.退戦後､第-項の行為をしたときは､
第二項の規定に基づき､ff任を追及する｡
[業界白玉親制組成の辞任〕
第七十条 業界自主規制組終に､以下のいずれかの行
為があれば､政府情報資源主管部門は.改醤命令を出
し､千元以上五千元以下の罰金を科す｡
状況が深刻な場合又は期日が過ぎても改沓しないと
きは､五千元以上五万元以下の馴金を科すO
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(-)国務院情報資練主管部門の規完する条件と要求
に違反し兼界自主規制姐紙を設立する場合
(二)業界自王免別組織の設立後.改称情報資源主管
部門に登録しない場合
(≡)業界自律組織の定款を政府情報資源王管部門へ
報告しない場合
第六草 附則
[実施細則]
第七十一条 国務院情報資TlB主管部門は､本法に基づ
き､具体的な爽施細則を制定することができるO
[施行期日]
第七十二条 本法は､ 年 月 EZから施行するO
本法が施行する前に個人情報を処理した政府機関又
はその他個人情報処理者は､本法の規定に基づき本法
の施行日以後半年以内に規範を定め､手続を行わなけ
ればならないO
